
オープンカウンター方式による見積合わせの実施について 

 

　令和８年７月８日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿中部防衛局長　丸山　幹夫 

　　　 

１　調達番号 

　　近防第Ｒ８－１４号 

 

２　見積合わせ実施日 

　　令和８年７月２３日 

 

３　件名 

 日本国旗ほか購入

 

４　調達内容 

　　品名等：別添仕様書のとおり 

 

５　納入期限 

　　令和８年８月３１日まで 

 

６　参加資格 

　（１）見積書の提出者は、以下アからエのいずれかの条件を満たす者でなければな

　　　らない。 

なお、条件を満たす者であっても、本契約の「支出負担行為担当官近畿中部

防衛局長」との間で締結した契約において、過去１年間に正当な理由なく、契

約を履行しなかった者は見積提出者として認めない。 

　　ア　令和７・８・９年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）の「物品の販売」

　　　において「Ｃ又はＤ」等級に格付けを受け、「近畿」地域の競争参加資格を有

　　　する者であること。　　 

　　イ　中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第５６条第１項に規定す

　　　る「事業継続力強化計画」又は同法第５８条第１項に規定する「連携事業継続

　　　力強化計画」の認定を受けた中小企業者（官公需についての中小企業者の受注

　　　の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）第２条第１項に規定する中小

　　　企業者をいう。以下同じ。） 

　　ウ　ア又はイに該当しない中小企業者であって、同一の相手方（公的機関、民間

　　　企業のいずれかを問わない）に対し、直近１年間で１か月以上にわたり、常時

　　　継続的に物品を納入し、又は役務等を提供している実績が確認できる事業者。 

エ　見積の提出日までの１年間において、本契約の「支出負担行為担当官近畿中

部防衛局長」との間で契約を締結した実績がある事業者（防衛省競争参加資格

（全省庁統一資格）において、Ａ又はＢ等級に格付けされている者を除く。） 

　（２）その他については「近畿中部防衛局オープンカウンター方式実施要領」を参 

　　　照すること。 

 

 



７　同等品の承認 

同等品による見積書の提出を希望する場合は、見積書提出前に同等品の申請を行

　い、その承認を得るものとする。 

　　同等品申請は別紙様式により、令和８年７月１５日（水）午後３時までに申請す

　るものとする。 

 

８　見積書提出期限 

　　「第６－（１）各号に掲げる参加資格が確認できる資料」の写しを添付し、令和

　８年７月２３日（木）午後３時までに、持参、郵送若しくは託送又は電子メール　

　により提出（必着）すること。 

 

９　見積書提出先 

　　〒５４０－０００８ 

　　大阪府大阪市中央区大手前４丁目１番６７号　大阪合同庁舎第２号館 

　　近畿中部防衛局総務部会計課 

　　電話番号 : ０６－６９４５－４９７１　ＦＡＸ　０６－６９４５－７６８１ 

メール：kai_uketsuke-kc@ext.kinchu.rdb.mod.go.jp 

 

１０　注意事項 

　(1) 「近畿中部防衛局オープンカウンター方式実施要領」を熟読のこと。 

　(2) 見積書の宛先を「支出負担行為担当官　近畿中部防衛局長」とし、代表者名を

　　記載すること。代表者印の押印を省略する場合は見積書に「担当者名及び電話番

　　号」の記載をすること。また、別紙「暴力団排除に関する誓約事項」を熟読の上、

　　見積書の提出をもって誓約したものとし、見積書には「暴力団排除に関する誓約事項

　　の条項を承認のうえ見積します。」と記載すること。 

  　 



別紙様式

支出負担行為担当官

　　近畿中部防衛局長　殿

住 所

商号又は名称

代 表 者 名

 件名：

上記件名の品名について、次のとおり同等品申請いたします。

メーカー 規格 メーカー 規格 規格

※１　同等品申請の際、仕様に不明な点があれば、必ず事前に担当課職員に質問・確認を取ること。

※２　同等品を申請する前に仕様書を熟読し、指定の項目を全て満たしているか確認すること。

同等品
品名

同　　等　 品　 申　 請　 書

NO 備考

令和  年　　月　　日

メーカー

規格

仕様書







１ 件名

日本国旗ほか購入

２ 納入する物品（品名・規格・数量等）

３ 納入場所

郵便番号 所在地 電話番号

540-0008
大阪府大阪市中央区大手前4-1-67
大阪合同庁舎第2号館

06-6945-4971

４ 納入期限

５ 一般事項

この仕様書は、近畿中部防衛局で使用する消耗品の調達について規定する。

　調達品目の仕様は製造者の仕様及び社内規格並びに商習慣による。調達品目の仕様は製造者の仕様及び社内規格並びに商習慣による。

なお、この仕様書に記載した規格は、製品を選定する際の参考として例示した

ものであり、当該製品を指定するものではない。

６ その他

(1) 環境物品等の調達の推進に関する基本方針（令和８年２月）における適用品目

に該当する品目については、同方針適合物品とする。

(2) 受注者は納入時期等について、発注者と調整を行い決定するものとする。

(3) 受注者は納入時に、別紙第１記載の納入内訳毎に納品書（別紙第２）を２部作

成し、納入場所に提出するものとする。　

(4) 受注者は新品を納品するものとする。

(5) 受注者は物品の搬入の際に生じた梱包材等の不要なものは、特に発注者より指

示が無い場合はすべて持ち帰るものとする。

(6) 仕様書に記載のない事項及び疑義のある場合は、発注者と協議の上、決定する

する。

仕　　　様　　　書

別紙第１のとおり。

官署名

近畿中部防衛局

物品納入期限　　：令和８年８月３１日（月）



別紙第１

1 日本国旗 1 枚 国旗：90cm×135cm程度、ハト目左２カ所（取付ひも付）、アクリル製
（TOSPA）日の丸90×135㎝ アクリル製
（八光舎）日の丸90×135㎝
又は同等以上のもの（他社製品含む）

2 米国国旗 1 枚
国旗：90cm×135cm程度、ハト目左２カ所（取付ひも付）、アクリル製もしくは
テトロン製

（八光舎）アメリカ国旗アクリル生地90×135
㎝
（TOSPA)アメリカ国旗90×135㎝
又は同等以上のもの（他社製品含む）

3 三脚台 2 台
脚経約9mm、高さ約65cm、差込口約3.3ｃm、クロムメッキ仕様、ケース付
4番のアルミ伸縮ポールがセットできること

（八光舎）三脚　脚径　９㎜
（TOSPA)三脚台９㎜
又は同等以上のもの（他社製品含む）

4
アルミ伸縮
ポール

2 本 最長３m、引伸段数3段、縮長85cm以下、適応竿頭約9mm

（八光舎）アルミ伸縮ポール　3m
（TOSPA)シルバーポール3m
又は同等以上のもの（他社製品含む）

5 国旗竿頭 1 個
国旗球（金球）、直径7ｃm、プラスチック製金メッキ、ネジ式約9mm、4番のア
ルミ伸縮ポールに取付けができること

（八光舎）国旗玉　直径7㎝
（TOSPA)国旗玉　直径7㎝
又は同等以上のもの（他社製品含む）

6 国旗竿頭 1 個
三角槍、長さ20cm以内（ネジ込み）、プラスチック製銀メッキ、ネジ式直径約
9mm、、4番のアルミ伸縮ポールに取付けできること

（TOSPA)竿頭　三角鎗　プラスチック16㎝ 
又は同等以上のもの（他社製品含む）

品名 数量 単位 規格 納入物品例



＃ ＃ ＃ ＃ ＃ ＃ ＃

受入
受領

所属
所属

官職

氏名 氏名

（５）数量欄は、納入先ごとの納入数量を記入する。

＃
納 入 先 近畿中部防衛局

＃

発 送 年 月 日

納品書・（受領）検査調書＃
契 約 者 名 ＃

輸 送 方 法

住 所 ＃
発 送 駅

代 表 者 名

＃調 達 要 求 ＃
契約年月日

＃
分 割 納 入

物品管理官命令年月日
（物品管理簿登記年月日） 令和　　年　　月　　日

物品管理官　
官職氏名

会 社 名

同        　上
付与年月日

令和　　年　　月　　日又　　は
認 証 番 号

＃ 物 品 出 納 官 ＃

証書番号
番 号

＃確 認 番 号 ＃

納 期

数 量 金 額
（ 物 品 供 用 官 ）

備 考
（ 受 領 者 ）
受 領 数 量

項　　目　　　
番　　号

物 品 番 号
会社部品番号　　

　　又は規格
品 名 単 位 単 価

検査指令番号 検 査 判 定

検 査 種 類 納 入 年 月 日 令和　　年　　月　　日 検査結果及び物品管理官の受入命令（受領命令）により受領した。

上記のとおり検査結果を報告する。
令和　　年　　月　　日 物 品 出 納 官

（物品供用官）
官職

（ 受 領 者 ）

検 査 方 式 検 査 年 月 日 令和　　年　　月　　日
令和　　年　　月　　日

検 査 場 所 検 査 所 見

（２）＃印は納入業者で記入する。 （８）幕僚長等は、必要があると認めるときは、この様式に所要の事項を付け加え

（３）納入分割欄は、契約上の一括納入又は分割納入の区分および回数1/1・2/3の如く記入する。     又は用紙の寸法を変更することができる。

（４）物品番号等は、仕様書に記載してあるものを記入する。 （９）特別会計の場合、官側は備考欄に会計名等、参考となる事項を記載する。

（１）納品書（受領）検査調書（予決令第１０１条の９に限定する調書を言う。）として使用する （６）検査所見等詳細に報告する必要がある場合は、別紙とすることができる。

  　 場合は、（受領）検査調書（納品書）の文字を抹消して使用する。 （７）用紙寸法は、日本工業規格Ａ列４番とする。 　　頁中第　　　頁

検査官

別
紙
第
２


